
入間東部地区消防組合の共同処理する事務の変更及び規約の変更についての要旨 

 

 入間東部地区衛生組合が平成３０年３月３１日に解散することに伴い、平成３０年

４月１日から、入間東部地区消防組合の共同処理する事務にし尿及び浄化槽汚泥の収

集、運搬及び処理に関する事務並びに火葬場及び斎場の設置及び管理に関する事務を

加え、同組合規約を変更することについて規定するもの。 

 

１ 組合の名称 

  「入間東部地区消防組合」から「入間東部地区事務組合」に改める。 

 

２ 共同処理する事務 

(1) 消防に関する事務 

(2) 知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（平成１１年埼玉県条例

第６１号）により、組合市町が処理することとされた事務のうち、次に掲

げるもの 

ア 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）及び火薬類取締法施行規

則（昭和２５年通商産業省令第８８号）に基づく事務 

イ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２

年法律第１４９号）に基づく事務 

ウ 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）に基づく事務 

(3) し尿及び浄化槽汚泥の収集、運搬及び処理に関する事務 

(4) 火葬場及び斎場の設置及び管理に関する事務 

 

３ 組合市町の負担金の割合 

【新規の負担割合】 

  (1) 共通経費（議会費等） 

ア 均等割 ２０％ 

イ 人口割 ８０％ 

  【以下の経費は従前のとおり】 

(2)  消防に関する事務に係る経費 



ア 均等割 ２０％ 

イ 前年度普通地方交付税に係る消防事務に要する基準財政需要額割 

 ８０％ 

(3) し尿及び浄化槽汚泥の収集、運搬及び処理に関する事務に係る経費 

ア 均等割 ２０％ 

イ 人口割 ５０％ 

ウ 処理人口割 ３０％ 

(4) 火葬場及び斎場の設置及び管理に関する事務に係る経費 

ア 設置に係る経費 

(ｱ) 人口割 ８０％ 

(ｲ) 組合市町割 ２０％ 

イ 管理に係る経費 人口割 １００％ 

 

附 則 

４ 施行期日 

    平成３０年４月１日から。ただし、負担金割合の特例及び任期の特例等の経

過措置に関する規定の施行は、埼玉県知事の許可のあった日から。 

５ 負担金の割合の特例 

 組合の経費に係る負担金の割合のうち、組合と入間東部地区衛生組合との統

合に関する経費に係る負担金の割合は、以下のとおり。 

(1) 均等割 ２０％ 

(2) 人口割 ８０％ 

 上記に掲げる人口割の人口は、平成２８年１０月１日現在において住民基本

台帳法の定めるところにより住民基本台帳に記録されている者の数とする。 

６ 任期の特例 

  埼玉県知事の許可のあった日から組合の議員である者及び監査委員である者

（識見を有する者のうちから選任された者を除く。）の任期は、平成３０年３

月３１日までとする。 

７ 事務及び財産の承継 

  組合は、入間東部地区衛生組合の事務及び財産を承継する。 



 

入間東部地区消防組合規約新旧対照表 

改正案 現行 

入間東部地区事務組合規約 入間東部地区消防組合規約 

 第1章 総則 

 (目的) 

 第1条 この組合は、富士見市、ふじみ野市及び三芳町が広域にわたる消

防業務を計画し、実施することを目的とする。 

(名称) (名称) 

第1条 この組合は、入間東部地区事務組合(以下「組合」という。)とい

う。 
第2条 組合は、入間東部地区消防組合(以下「組合」という。)という。 

(組織) (組織) 

第2条 組合は、富士見市、ふじみ野市及び三芳町(以下「組合市町」とい

う。)をもって組織する。 
第3条 組合は、富士見市、ふじみ野市及び三芳町(以下「組合市町」とい

う。)をもつて組織する。 

(共同処理する事務) (共同処理する事務) 

第3条 組合は、次に掲げる事務を共同処理する。 第4条 組合は、次の各号に掲げる事務を共同処理する。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) し尿及び浄化槽汚泥の収集、運搬及び処理に関する事務  

(4) 火葬場及び斎場の設置及び管理に関する事務  

(事務所の位置) (事務所の位置) 

第4条 （略） 第5条 （略） 

 第2章 議会 

(議会の組織) (議会の組織) 



第5条 組合の議会の議員(以下「組合の議員」という。)の定数は、15人
とし、その選出の区分は、次のとおりとする。 

第6条 組合に議会を置く。 

富士見市 5人 2 組合の議会の議員(以下「組合の議員」という。)の定数は、15人とし、

その選出の区分は、次のとおりとする。 ふじみ野市 5人 

三芳町 5人 富士見市 5人 

 ふじみ野市 5人 

 三芳町 5人 

(議員の選挙) (議員の選挙) 

第6条 組合の議員は、組合市町の議会において、それぞれその議会の議

員の中から選挙する。 
第7条 組合の議員は、組合市町の議会において、議員の中から選挙する。 

2 前項の規定による選挙が終わったときは、組合市町の議会の議長は、

当選人に当選の旨を告知するとともに、組合の管理者に報告しなけれ

ばならない。 

2 前項の規定による選挙が終わつたときは、組合市町の議会の議長は、

当選人に当選の旨を告知するとともに、組合の管理者に報告しなけれ

ばならない。 

3 （略） 3 （略） 

(議員の任期及び失職) (任期及び失職) 

第7条 （略） 第8条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 組合の議員が組合市町の議会の議員でなくなったときは、同時にその

職を失う。 
3 組合の議員が組合市町の議会の議員でなくなつたときは、同時にその

職を失う。 

(議員の補欠選挙) (補欠選挙) 

第8条 （略） 第9条 （略） 

2 第6条第2項及び第3項の規定は、前項の選挙に準用する。 2 第7条第2項及び第3項の規定は、前項の選挙に準用する。 

 第3章 執行機関 

(執行機関の組織) (執行機関の組織) 



第9条 （略） 第10条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 副管理者は、管理者以外の組合市町の長をもってこれに充てる。 3 副管理者は、管理者以外の組合市町の長をもつてこれに充てる。 

(管理者及び副管理者の任期) (任期) 

第10条 （略） 第11条 （略） 

(管理者及び副管理者の職務) (管理者及び副管理者の職務) 

第11条 （略） 第12条 （略） 

(会計管理者) (会計管理者) 

第12条 （略） 第13条 （略） 

2 会計管理者は、組合市町の会計管理者のうちから管理者が任免する。 2 会計管理者は、組合市町の会計管理者のうちから任命する。 

(職員) (職員) 

第13条 組合に職員を置く。 第14条 組合に消防吏員その他職員を置く。 

2 （略） 2 （略） 

(監査委員) (監査委員) 

第14条 （略） 第15条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 監査委員の任期は、組合の議員のうちから選任された者については組

合の議員としての任期によるものとし、識見を有するもののうちから

選任された者については4年とする。 

3 監査委員の任期は、組合の議員のうちから選任された者については、

組合の議員としての任期によるものとし、識見を有するもののうちか

ら選任された者については、4年とする。 

(経費の支弁方法)  

第15条 組合の経費は、組合のそれぞれの事業により生ずる収入その他

の収入をもって当該事業ごとに充て、なお不足があるときは、当該事

業ごとに組合市町の負担金をこれに充てるものとする。 

 

2 前項に規定する組合市町の負担金の割合は、次のとおりとする。  



(1) 共通経費（次号から第4号までに掲げる経費を除く経費をいう。）  

ア 均等割 20％  

イ 人口割 80％  

(2) 第3条第1号及び第2号に掲げる事務に係る経費  

ア 均等割 20％  

イ 前年度普通地方交付税に係る消防事務に要する基準財政需要額

割 80％ 
 

(3) 第3条第3号に掲げる事務に係る経費  

ア 均等割 20％  

イ 人口割 50％  

ウ 処理人口割 30％  

(4) 第3条第4号に掲げる事務に係る経費  

ア 設置に係る経費  

 (ｱ) 人口割 80％  

 (ｲ) 組合市町割 20％  

イ 管理に係る経費 人口割 100％  

3 前項第1号イ、第3号イ並びに第4号ア(ｱ)及びイに規定する人口割の人

口は、前年の10月1日現在において住民基本台帳法(昭和42年法律第81
号)の定めるところにより住民基本台帳に記録されている者の数とす

る。 

 

4 第2項第3号ウに規定する処理人口割の人口は、前年の10月1日現在に

おける処理人口とする。 
 

5 第2項第4号ア(ｲ)に規定する組合市町割は、富士見市及び三芳町にあっ

てはそれぞれその4分の1を、ふじみ野市にあってはその4分の2を負担

 



するものとする。 

 第4章 経費 

 (経費の支弁方法) 

 第16条 組合の経費は、組合市町の負担金及びその他の収入をもつて充

てる。 

 2 前項の負担金の割合は、次のとおりとする。 

 (1) 均等割 20％ 

 (2) 前年度普通地方交付税に係る消防事務に要する基準財政需用額割

 80％ 

 (地方自治法の準用) 

 第17条 この規約に規定すべき事項で、この規約に定めないものについ

ては、地方自治法(昭和22年法律第67号)中、市に関する規定を準用する。 

附 則 附 則 

 (施行期日)  

1 この規約は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第284条第1項の規定に

より埼玉県知事の許可のあった日から施行する。 
1 この規約は、地方自治法第284条第1項の規定により埼玉県知事の許可

のあつた日から施行する。 

 (経費の支弁の特例)  

2 第15条の規定にかかわらず、非常備消防及び消防水利の施設に要する

経費については、当分の間当該組合市町の負担とするものとする。 
2 第16条の規定にかかわらず、非常備消防及び消防水利の施設に要する

経費については、当分の間当該組合市町の負担とするものとする。 

 


